農業委員会事務局における日常業務推進上の課題･問題点の把握について
　愛知県　　　　　農業委員会
Ⅰ.農地関連業務関係（農地法等の法令業務の執行）
１．農地法3条許可に伴う現地調査の実施について
No.1
	　現地調査の具体的な方法について。とりわけ、積雪時などで確認が困難な事項がある場合には、どのように対応していますか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　入作の場合、申請者の営農状況、遊休農地や違反転用がないか等について、住所地の農業委員会とどのよう連絡調整して確認していますか？

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　親戚間や負債整理等やむを得ない所有権移転について、集落営農など面的にまとまった利用を分断する場合がありますが、どのように対応していますか？

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　申請された農地の全部または一部が非農地(山林、雑種地等)である場合が稀にあります。どのような指導をしていますか？

	 【具体的な対応方法】



２．遊休農地対策について（利用状況調査、指導・勧告、具体的な解消対策等）
No.1
	利用状況調査に必要な資料として、事前にどのようなものを準備しますか？ 

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　不在地主に対する連絡や指導についてはどのように行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　利用状況調査において、遊休農地として具体的に判断する基準などを定めていれば紹介してください。 

	 【具体的な対応方法】



No.4
	 指導や通知、勧告を行った事例があれば、どのように行ったか紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.5
	　所有者が売却や貸付の希望がある場合のあっせんについて、どのように対応していますか？

	 【具体的な対応方法】



３．解除条件付き貸借への対応について（勧告、許可の取消等）
No.1
	　勧告・許可の取消等について、具体的な処理基準や運用基準を定めていたら紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　許可の取消、または取消検討中の事例があれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　撤退した場合の混乱防止のため、当該一般法人に原状回復等の実行能力があるかを確認することになっていますが、その基準を設けていれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



４．相続等の届出への対応について(受理､他部局との連携､あっせん希望への対応等）
No.1
	　届出により把握した情報を有効活用している事例がありましたら、紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	  周知方法について、示されている以外で有効な方策があれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



５．農地の賃借料情報の提供について
No.1
	　賃貸借の件数が極めて少なく、また、近隣の市町村とも農業事情が異なり情報提供が困難です。このような場合の情報提供の事例があればご紹介下さい。

	 【具体的な対応方法】



６．下限面積の設定について
No.1
	　下限面積の見直しを定期化している事例がありましたら、ご紹介下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　下限面積の引き下げにより、遊休農地の解消につながった事例があれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　下限面積の引き下げにより、デメリットが生じた事例があれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



Ⅱ.担い手関係
１．円滑化団体との連携による担い手への面的集積等、農地利用集積対策について
No.1
	　円滑化団体との連携や役割分担はどのように行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　円滑化団体への個人情報の提供について、どのように行って（予定して）いますか？（ルール化など）

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　同一の市町村内に複数の円滑化団体がある場合、農業委員会としてどのように対応していますか？

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　農地利用集積事業を活用した場合の交付金の配分について、事例があれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



２．認定農業者の育成･確保､法人化、集落営農の組織化･法人化の推進について
No.1
	　新規就農者の農地取得にあたっては、どのように支援していますか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　農業生産法人の常時従事要件にかかる年間総労働日数の確認はどのように行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



Ⅲ.農業委員会の運営等
No.1
	　選挙人名簿の登載申請書の配布・回収について、効率的な事例があれば紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　出入作の把握のために、農業委員会間の広域連携を行っている事例があれば、どのように行っているか紹介してください。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　議事録の保存年限を設けていいれば、期間はどのくらいにしていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　議事録の作成にあたり、以降の議論に大きく関わる不規則発言があった場合はどのように取り扱っていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.5
	　農地基本台帳について、区域内の全ての農地が対象となりましたが、これまで登載されていない農地をどのように捕捉しましたか？

	 【具体的な対応方法】



No.6
	　農地基本台帳について、これまでの農地権利移動等の履歴はどの程度保存していますか？

	 【具体的な対応方法】



No.7
	　総会等の傍聴希望者に対し、議案書等にある個人情報はどのようにして保護していますか？

	 【具体的な対応方法】
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